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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第16期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第15期

会計期間

自　平成21年
　　１月１日
至　平成21年
　　３月31日

自　平成20年
　　１月１日
至　平成20年
　　12月31日

売上高 (千円) 1,937,3608,791,328

経常利益 (千円) 476,0271,573,006

四半期(当期)純利益 (千円) 216,364 959,936

純資産額 (千円) 4,102,9673,915,821

総資産額 (千円) 13,505,6489,079,039

１株当たり純資産額 (円) 45,753.9843,601.07

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 2,419.8610,402.84

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ─ ─

自己資本比率 (％) 30.3 43.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △449,4341,562,839

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △27,568△1,071,650

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △34,945△275,492

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 704,7961,215,092

従業員数 (名) 108 114

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第16期第１四半期連結累計(会計)期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、行使価額が市場

価格を上回っており希薄化効果がないため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、製造につきましては従来、PLANEX COMMUNICATIONS INC.(台湾)を通

じて、台湾・中国等におけるベンダー各社に製造委託を行っておりましたが、その大部分をPLANEX

COMMUNICATIONS INC.(台湾)を介さず、直接台湾・中国等におけるベンダー各社に製造委託を行うよう変更

いたしました。

また、主要な関係会社については異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

　 平成21年３月31日現在

従業員数(名) 108(28)

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員は(　)内に第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。

　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成21年３月31日現在

従業員数(名) 75(24)

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員は(　)内に第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。 
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループ製品の生産は、主に台湾・中国等における生産委託によっているため、生産実績の記載は

省略しております。

　

(2) 製品仕入実績

当第１四半期連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 仕入高(千円)

情報通信・ネットワーク関連製品 530,062

合計 530,062

(注) １　金額には、消費税等は含まれておりません。
２　当第１四半期連結会計期間は、決算日(平成21年３月31日)の為替相場(１NTD＝2.88円)により換算しておりま
す。

　

(3) 受注実績

当社グループは受注生産を行っていないため、受注状況の記載は省略しております。

　

(4) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円)

情報通信・ネットワーク関連製品 725,097

金融 1,212,262

合計 1,937,360

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　当第１四半期連結会計期間は、決算日(平成21年３月31日)の為替相場(１NTD＝2.88円)により換算しておりま

す。

３　当第１四半期連結会計期間における金融事業は、株式会社MJによる外国為替証拠金取引であります。

４　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

EDINET提出書類

プラネックスコミュニケーションズ株式会社(E02061)

四半期報告書

 4/35



２ 【経営上の重要な契約等】

当社は、平成21年２月27日開催の取締役会並びに平成21年３月27日開催の定時株主総会において、平成

21年７月１日付(予定)で当社の主要な事業グループを会社分割し、持株会社制に移行することに係る分

割計画書を決議いたしました。

　当該決議の内容は次の通りであります。

 

(1)　会社分割について

当社は創業以来「ネットワーク製品関連事業」を中心に当社グループを形成しネットワーク機器販

売製造・販売及び関連技術の開発を行ってまいりました。近年わが国においてはネットワークインフ

ラの整備も整い、ネットワーク製品の需要も多様化し市場の競争も激化しております。そのような中、

当社は平成19年7月に株式会社MJ（外国為替証拠金取引業）を連結子会社化（平成20年10月16日を効

力発生日として完全子会社化）し新たな事業領域として「金融サービス事業」を展開するなど新規ビ

ジネスへの取り組みも積極的に行い、業績及び事業規模の拡大を続けてまいりました。

　そうしたことを踏まえ、今後は当社グループ全体が成長を維持するために「ネットワーク関連製品事

業」を強化しつつ、大きく成長を遂げた「金融サービス事業」等の新規事業領域を拡大することが当

社グループの成長及び価値向上に不可欠であるとともに、当社グループ全体における経営戦略の立案

・策定及びグループ経営の最適化・効率化を図ることが経営の最重要課題であると判断し、本件分割

による純粋持株会社化への移行を実施することといたしました。

本件分割により当社は商号を「プラネックスホールディング株式会社」と変更し純粋持株会社とな

り、当社のネットワーク製品関連事業をすべて新設する「プラネックスコミュニケーションズ株式会

社」へ継承いたします。このように純粋持株会社体制に移行することにより、「プラネックスホール

ディング株式会社」がグループ全体の経営戦略策定、事業管理及び経営資源の分配を行い、新設する

「プラネックスコミュニケーションズ株式会社」をはじめとする各子会社がその経営戦略に沿って迅

速な意思決定による機動的な業務執行を行うことが可能となります。尚、本件分割の目的は以下のとお

りです。

　

①　当社グループとしての最適な資源配分及び企業価値の向上

純粋持株会社制に移行することにより、資金、人員、事業ノウハウなど当社経営資源の最適配分や有

効利用が可能となり、グループ各社を取り巻く環境変化に対して、より迅速に対応し、市場における競

争優位性のいっそうの向上を目指します。また純粋持株会社制のもと新規事業の立ち上げや、事業買収

時に柔軟でスピードある統治を行うことができるため、当社グループの更なる規模の拡大と、収益の増

加による企業価値の向上を目指します。

　

②　コーポレートガバナンスの強化

グループ全体の経営戦略立案機能を持株会社が行うことにより、これに沿った各子会社への経営指

導や管理・監視を実行することで、グループ全体のガバナンスをより一層強化することができるとと

もに経営の透明性を高め、当社グループ全体の成長を目指します。

　

(2)　会社分割の方法

当社を分割会社とし、新設する「プラネックスコミュニケーションズ株式会社」を承継会社とする

分社型新設分割により行います。
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(3)　分割日程

分割決議取締役会  　　　　　　　平成21年２月27日（金）

　分割契約締結  　　　　　　　　　平成21年３月27日（金）

　株主総会基準日  　　　　　　　　平成20年12月31日（水）

　分割承認株主総会（定時）  　　　平成21年３月27日（金）

　新会社設立登記日（効力発生日）  平成21年７月１日（金）(予定)

 

(4)　分割に係る割り当ての内容

承継会社は、分割に際して普通株式8,000株を発行し、そのすべてを当社に割当て交付いたします。　

　

(5)　承継会社が承継する権利義務

承継会社は、分割期日における当社分割対象事業にかかる資産、債務、雇用契約、その他の権利義務を

分割会社から承継するものとします。なお、承継会社に承継される債務のすべてについて、重畳的債務

引受の方法によるものとします。

　　

(6)　新設分割承継会社の状況

商号 プラネックスコミュニケーションズ株式会社

主な事業内容 ネットワーク機器販売製造・販売及び関連技術の開発

本店所在地 東京都渋谷区東3丁目16番3号

代表者の役職・氏名 代表取締役　久保田　克昭

資本金の額 400,000,000円

事業年度の末日 12月31日
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項については、本四半期報告書提出日現在、当社グループが判断したものでありま

す。

　

(1) 重要な会計方針及び見積もり

当社グループの連結財務諸表は一般に公正妥当と認められた会計基準に基づき作成しております。決

算日における資産負債の報告数値につきましては一部見積もりによる算定を含んでおります。見積もり

については過去の実績や外部情報に基づき厳正に判断をしております。しかし、不確定な要素も含んでお

り、実際の結果はこれらの見積もりと異なる場合があります。

　

(2) 経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間におけるわが国の経済は、世界的な経済の後退や雇用情勢の悪化などによ

る個人消費の冷え込みも見られ、先行きへの不透明感が強まりました。

　こうした中、当社グループの属する情報通信・ネットワーク市場は、昨今のブロードバンドの普及とワ

イヤレス製品の通信速度の向上などから堅調に推移しております。他方、金融サービス業（外国為替証拠

金取引）におきましては、新たなマーケティング施策として徹底したユーザーへの低コストサービスを

実施し、取引高増加に対応するため、サーバ等の取引システム環境の整備を当社の情報通信ネットワーク

の技術力と経験を生かして対応してまいりました。

以上の状況において、当第１四半期連結会計期間の売上高は1,937,360千円となりました。連結経常利

益は476,027千円、連結四半期純利益は216,364千円となりました。

 

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

①　情報通信・ネットワーク事業関連製品事業

当事業部門におきましては、売上高は725,097千円となりました。

②　金融サービス事業

当事業部門におきましては、売上高は1,212,262千円となりました。

　

所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

日本

日本における売上高（内部取引除く）は1,903,765千円でありました。ネットワーク関連製品群につき

ましては、企業間の販売競争が一層激しさを増し、単価下落が顕著になったことなどにより売上高は減少

いたしましたが、金融サービス事業（外国為替証拠金取引）におきましては、前連結会計年度より実施し

ておりましたマーケティング施策が奏功したことにより、売上高が好調に推移いたしました。

　

アジアおよびその他地域(日本を除く)

アジア地域における売上高（内部取引除く）は33,594千円となりました。これは、収益の見込める事業

に絞込み、管理コストの削減を行ったためであります。今後は、市場の動向や当社の経営状況を鑑みてア

ジア地域、ヨーロッパ地域、北米地域における拡販を図ってまいります。

　

(3) 財政状態の分析

＜資産＞ 

　資産合計は前連結会計年度末比4,426,608千円増の13,505,648千円であります。個別科目ごとに見てい

きますと、現金及び預金は510,183千円減の739,908千円であります。売掛金は122,599千円減の579,846千

円であります。繰延税金資産(流動)は前連結会計年度末比102,422千円減の356,735千円であります。
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　投資有価証券は25,054千円増の688,265千円となりました。

　なお、当第１四半期連結会計期間より株式会社MJにおいて差入証拠金と顧客分別金の表示を変更し、一

括して外国為替差入証拠金としております。この変更により外国為替差入証拠金(差入証拠金と顧客分別

金との合計額)は前連結会計年度末比4,039,876千円増の8,692,257千円となりました。

＜負債＞

　負債合計は前連結会計年度末比4,239,462千円増の9,402,681千円であります。個別科目ごとに見ていき

ますと、買掛金は125,073千円減の440,854千円であります。

　なお、当第１四半期連結会計期間より株式会社MJにおいて、預り証拠金の表示を変更し、外国為替受入証

拠金としております。この変更により外国為替受入証拠金(預り証拠金)は前連結会計年度末比4,687,658

千円増の8,050,183千円となりました。

＜純資産＞

純資産合計は、187,146千円増の4,102,967千円となりました。個別科目ごとに見ていきますと、利益剰

余金は156,430千円増の849,857千円となりました。これは四半期純利益216,364千円が影響しておりま

す。

　

(4) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年

度末に比べ510,296千円減少し、当第１四半期連結会計期間末には、704,796千円となりました。

　当第１四半期連結会計期間末における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであり

ます。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果減少した資金は449,434千円となりました。主な内訳は、税金等調整前四半期純利益

386,749千円の計上の一方、外国為替相場の変動等による外国為替取引関連の資産負債が差引510,402千

円の資金減少要因となったこと、及び法人税等の支払額370,837千円によるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果減少した資金は27,568千円となりました。主な内訳は、有形固定資産の取得による支出

27,571千円によるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果減少した資金は34,945千円となりました。主な内訳は、配当金の支払額32,090千円によ

るものであります。

　

(5) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。　　
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(6) 研究開発活動

当第１四半期連結会計期間の研究開発活動については、前連結会計年度に発売したIEEE802.11n

DRAFT2.0の規格に準拠した無線ブロードバンドルータの「MZK-WNH」、無線LAN USBアダプタ

「GW-USMicroN」を海外市場向けに対応させ、また国内におきましても上記の規格に準拠した3Gモバイル

ルータの「CQW‐MR1000」を開発し、製品化いたしました。

　また、光ファイバが利用可能なMiniGBIGスロットを備え、省電力で環境に優しいGREEN ECO POWER対応の

スイッチングハブ「FXG-0412IMG」、「FXG-0420IMG」や、法人向けの製品としてSSH設定機能を対応させ

たVLAN対応セキュアルータの「SRMV-14VG」の開発を行い、製品化いたしました。

　当連結会計年度では、前連結会計年度から引き続き弊社製品のユーザー層の更なる拡大に対応し初期設

定作業が簡易に行なえる各製品向けツールの研究開発に注力し、設定、操作が容易に行える無線子機ツー

ルや、旅行先、出張先からワイヤレスでインターネットに繋げる事が出来る小型無線LAN機器、屋外用の

11n DRAFT 2.0対応の無線LAN製品の研究開発を実施いたします。

　当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は1,955千円であります。

　なお株式会社MJにおける金融事業部門の研究開発活動は該当ありません。

機能別の主な製品名は以下の通りです。

＜無線LAN製品＞

[CQW-MR1000]　11n Draft2.0/g/b対応　ハイパフォーマンス モバイルルータ

[MZK-WNH]　　 11n Draft2.0/g/b対応 超高速無線LANルータ

[GW-USMicroN]  11n Draft2.0/g/b対応 無線LAN 小型USBアダプタ

＜その他ネットワーク製品＞

[SRMV-14VG]　　VLAN対応 セキュアルータ

[FXG-0412IMG / FXG-0420IMG]　 16 / 24ポート ギガビットスイッチ (ジャンボフレーム対応)
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

 

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 255,200

計 255,200

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年５月15日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 95,630 95,630
ジャスダック
証券取引所

(注)１,２

計 95,630 95,630 ― ―

(注) １ 完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

２ 単元株制度を採用していないため、単元株式数はありません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりであ

ります。

①　平成16年３月26日定時株主総会決議

　
第１四半期会計期間末現在
(平成21年３月31日)

新株予約権の数 290

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数
1,450
 

新株予約権の行使時の払込金額 48,800

新株予約権の行使期間 平成18年７月１日から平成22年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

発行価格　　　　48,800
資本組入額　　　24,400

新株予約権の行使の条件

(1)対象者として新株予約権を付与された者は、新株予
約権行使時においても当社、当社の子会社または当社
の関連会社の取締役、監査役、顧問、従業員の地位を保
有していることを要する。(2)対象者として新株予約権
を付与された当社及び当社の子会社の取引先の取締役
・従業員は、新株予約権行使時においても当社と当該
当社取引先の取引関係が、何らの紛争もなくかつ新株
予約権付与時と同一またはより良好な状態で、中断す
ることなく継続していることを要する。また、対象者と
して新株予約権を付与された者は、新株予約権行使時
においても当社及び当社の子会社の取引先の取締役・
従業員の地位を保有していることを要する。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入れその他の処分及び相続は認
めない。

代用払込みに関する事項 ─
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組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─
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②　平成17年３月30日定時株主総会決議

　
第１四半期会計期間末現在
(平成21年３月31日)

新株予約権の数 996

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 4,980

新株予約権の行使時の払込金額 152,000

新株予約権の行使期間 平成19年７月１日から平成23年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

発行価格　　　　152,000
資本組入額　 　　76,000

新株予約権の行使の条件

(1)対象者として新株予約権を付与された者は、新株予
約権行使時においても当社、当社の子会社または当社
の関連会社の取締役、監査役、顧問、従業員の地位を保
有していることを要する。(2)対象者として新株予約権
を付与された当社及び当社の子会社の取引先の取締役
・従業員は、新株予約権行使時においても当社と当該
当社取引先の取引関係が、何らの紛争もなくかつ新株
予約権付与時と同一またはより良好な状態で、中断す
ることなく継続していることを要する。また、対象者と
して新株予約権を付与された者は、新株予約権行使時
においても当社及び当社の子会社の取引先の取締役・
従業員の地位を保有していることを要する。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入れその他の処分及び相続は認
めない。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─

(注)　平成17年４月14日開催の取締役会決議により、平成17年８月19日付で１株を５株とする株式分割を行っておりま

す。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の

行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。
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(3) 【ライツプランの内容】

　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年１月１日～
　平成21年３月31日

─ 95,630 ─ 2,067,229 ─ 516,807

　

(5) 【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

　

(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載す

ることができませんので、直前の基準日である平成20年12月31日の株主名簿により記載しております。

 

① 【発行済株式】

　 　 　 平成20年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)　　　
普通株式　　6,175

―
権利内容に何ら制限のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式　 89,455 89,455 同上

単元未満株式 ─ ― ─

発行済株式総数 95,630 ― ―

総株主の議決権 ― 89,455 ―

　

② 【自己株式等】

　 　 平成20年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
プラネックスコミュニ
ケーションズ株式会社

東京都渋谷区東三丁目16
番３号　エフ・ニッセイ恵
比寿ビル２階

6,175 ─ 6,175 6.46

計 ― 6,175 ─ 6,175 6.46
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
１月 ２月 ３月

最高(円) 26,00027,79030,800

最低(円) 20,70019,00020,300

(注)　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

(1) 新任役員

　　該当事項はありません。

　

(2) 退任役員

　

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 技術開発本部本部長 小沼　卓見 平成21年4月23日

取締役
管理本部本部長兼
経営企画室長

森田　巌徹 平成21年4月23日

　

(3) 役職の異動

　　該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間(平成21年１月１

日から平成21年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸表について、東陽監査法人により四半期レビューを

受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 739,908 1,250,092

売掛金 579,846 702,446

たな卸資産 ※１
 440,069

※１
 528,490

繰延税金資産 356,735 459,157

外国為替差入証拠金 8,692,257 －

差入証拠金 － 440,066

顧客分別金 － 4,212,314

支払差金勘定 1,158,184 －

その他 257,956 184,797

貸倒引当金 △83,158 △81,263

流動資産合計 12,141,799 7,696,102

固定資産

有形固定資産

建物 57,184 48,542

減価償却累計額 △16,264 △14,420

建物（純額） 40,920 34,122

車両運搬具 10,584 453

減価償却累計額 △1,293 △158

車両運搬具（純額） 9,290 294

工具、器具及び備品 549,746 538,613

減価償却累計額 △261,938 △202,927

工具、器具及び備品（純額） 287,807 335,685

有形固定資産合計 338,018 370,102

無形固定資産

のれん 2,659 5,059

ソフトウエア 81,391 91,214

その他 2,378 2,448

無形固定資産合計 86,429 98,723

投資その他の資産

投資有価証券 ※２
 688,265

※２
 663,211

差入保証金 16,391 16,398

繰延税金資産 9,396 9,768

その他 226,704 227,864

貸倒引当金 △1,357 △3,131

投資その他の資産合計 939,401 914,111

固定資産合計 1,363,848 1,382,937

資産合計 13,505,648 9,079,039
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(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 440,854 565,928

1年内償還予定の社債 15,000 15,000

未払法人税等 225,468 533,129

未払金 253,937 260,553

賞与引当金 22,688 9,203

返品調整引当金 8,606 6,843

外国為替受入証拠金 8,050,183 －

預り証拠金 － 3,362,524

オプション負債 24,053 167,475

その他 219,995 139,914

流動負債合計 9,260,787 5,060,572

固定負債

繰延税金負債 63,393 24,146

劣後特約付借入金 78,500 78,500

固定負債合計 141,893 102,646

負債合計 9,402,681 5,163,218

純資産の部

株主資本

資本金 2,067,229 2,067,229

資本剰余金 1,567,423 1,567,423

利益剰余金 849,857 693,427

自己株式 △230,730 △227,874

株主資本合計 4,253,780 4,100,206

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △51,058 △109,598

繰延ヘッジ損益 △15,447 △6,757

為替換算調整勘定 △100,208 △83,516

評価・換算差額等合計 △166,714 △199,872

少数株主持分 15,901 15,487

純資産合計 4,102,967 3,915,821

負債純資産合計 13,505,648 9,079,039
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年３月31日)

売上高 1,937,360

製品売上高 725,097

金融収益 1,212,262

売上原価 ※１
 760,579

売上総利益 1,176,781

返品調整引当金繰入額 8,606

返品調整引当金戻入額 6,843

差引売上総利益 1,175,018

販売費及び一般管理費

役員報酬 51,916

給料及び賞与 136,614

広告宣伝費 136,724

運賃 12,878

賞与引当金繰入額 12,481

業務委託費 27,548

研究開発費 ※１
 1,893

その他 465,501

販売費及び一般管理費合計 845,559

営業利益 329,458

営業外収益

受取利息及び配当金 1,157

デリバティブ評価益 155,836

雑収入 1,296

営業外収益合計 158,290

営業外費用

支払利息 1,004

為替差損 10,215

雑損失 500

営業外費用合計 11,721

経常利益 476,027

特別利益

貸倒引当金戻入額 3,329

特別利益合計 3,329

特別損失

固定資産除却損 ※２
 1,182

投資有価証券評価損 ※３
 80,595

前期損益修正損 ※４
 10,830

特別損失合計 92,607

税金等調整前四半期純利益 386,749

法人税、住民税及び事業税 63,176

EDINET提出書類

プラネックスコミュニケーションズ株式会社(E02061)

四半期報告書

19/35



(単位：千円)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年３月31日)

法人税等調整額 106,794

法人税等合計 169,970

少数株主利益 413

四半期純利益 216,364
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 386,749

減価償却費 65,923

のれん償却額 2,399

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,416

賞与引当金の増減額（△は減少） 13,485

返品調整引当金の増減額（△は減少） 1,762

受取利息及び受取配当金 △1,157

支払利息 1,004

為替差損益（△は益） △31,275

デリバティブ評価損益（△は益） △155,836

固定資産除却損 1,182

投資有価証券評価損益（△は益） 80,595

前期損益修正損益（△は益） 10,830

売上債権の増減額（△は増加） 145,871

たな卸資産の増減額（△は増加） 94,678

仕入債務の増減額（△は減少） △145,837

未払金の増減額（△は減少） △26,505

外国為替差入証拠金の増減額（△は増加） △8,692,257

差入証拠金の増減額（△は増加） 440,066

顧客分別金の増減額（△は増加） 4,212,314

外国為替受入証拠金の増減額（△は減少） 8,050,183

預り証拠金の増減額（△は減少） △3,362,524

支払差金勘定の増減額（△は増加） △1,158,184

その他 △9,657

小計 △78,604

利息及び配当金の受取額 985

利息の支払額 △978

法人税等の支払額 △370,837

営業活動によるキャッシュ・フロー △449,434

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △112

有形固定資産の取得による支出 △27,571

無形固定資産の取得による支出 △378

短期貸付金の増減額（△は増加） 90

敷金の差入による支出 △1,112

その他 1,516

投資活動によるキャッシュ・フロー △27,568
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(単位：千円)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △32,090

自己株式の取得による支出 △2,855

財務活動によるキャッシュ・フロー △34,945

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,653

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △510,296

現金及び現金同等物の期首残高 1,215,092

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 704,796
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第１四半期連結会計期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結累計期間

(自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日)

会計処理の原則及び手続の変更

①四半期財務諸表に関する会計基準等の適用

「四半期財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成19年３月14日　企業会計基準第12号)及び

「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会　平成19年３月14日　企業会計基準適用

指針第14号)を第１四半期連結会計期間から適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半

期連結財務諸表を作成しております。

　

②リース取引に関する会計基準等の適用

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会　企業会計基準第13号　平成19年３月30

日改正）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　企業会計基準適用指針第16

号　平成19年３月30日改正）が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適

用することになったことに伴い、当第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引

に係る会計処理によっております。

　また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を

耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

 

③棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号)を第１

四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法(収益性の低下による簿価切下げの方

法)に変更しております。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。

　

表示方法の変更

(四半期連結貸借対照表)

前連結会計年度において、値洗いによって発生する支払差金を流動負債の「預り証拠金」と相殺表示してお

りましたが、当第１四半期連結会計期間より、明瞭表示のため流動資産の「支払差金勘定」として区分掲記し、

「預り証拠金」(外国為替受入証拠金：下記参照)を総額で表示しております。

　なお、前連結会計年度の「預り証拠金」に含まれる「支払差金勘定」は、1,555,230千円であります。　

　

　前連結会計年度において、流動資産の「差入証拠金」と「顧客分別金」と、流動負債の「預り証拠金」につい

ては、EDINETタクソノミの勘定科目に変更し、当第１四半期連結会計期間から「差入証拠金」と「顧客分別金」

を「外国為替差入証拠金」、「預り証拠金」を「外国為替受入証拠金」と表示しております。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書)

四半期連結貸借対照表の表示の変更に伴い、各科目の表示を変更しております。
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【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結累計期間

(自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日)

１　固定資産の減価償却費の算定方法

固定資産の年度中の取得、売却又は除却等の見積を考慮した予算に基づく年間償却予定額を期間按分する方

法によっております。

　なお、定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方

法によっております。

　

２　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法に

よっております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状

況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プラ

ンニングを利用する方法によっております。

　

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　
当第１四半期連結累計期間

(自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日)

該当事項はありません。

 

　

【追加情報】

　
当第１四半期連結累計期間

(自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成21年３月31日)

前連結会計年度末
(平成20年12月31日)

※１　たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

製品 375,130千円

仕掛品 56,125千円

原材料 5,915千円

貯蔵品 2,898千円

計 440,069千円

※２　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。

投資有価証券(株式) 8,883千円

　

　３　偶発債務

Gemteck Technology Co., Ltd.は、平成19年10

月29日付けで、当社の連結子会社である

PLANEX COMMUNICATIONS Inc.(台湾)を被告とす

る損害賠償請求を台北地方法院（地方裁判所）

へ提訴しました。

　これは、同社に発注したハード製品のサンプル

が１年以上遅れ、最終的に完成に至らず売買契約

を解除したため、同社が完成後、PLANEX

COMMUNICATIONS Inc.(台湾)を通して市場に販売

した場合の得べかりし粗利益等として

191,107USD（18,778千円）の損害を賠償請求す

るものでありますが、今後の裁判において然るべ

き主張をして行く方針であります。

　

株式会社エス・エス・アイ・トリスターは、平

成20年６月６日付けで、当社の連結子会社である

株式会社アメリカンメガトレンドを被告とする

売掛金代金支払請求訴訟を東京地方裁判所へ提

起しました。

　これは、株式会社エス・エス・アイ・トリス

ターが平成17年10月１日に株式会社トリスター

と締結した商品売買契約に基づく売買代金の残

額12,898千円とこれに対する平成20年５月１日

以降の遅延利息の支払請求権を、株式会社トリス

ターを平成19年12月17日に吸収合併した株式会

社アメリカンメガトレンドに対して有するもの

と主張し請求しているものですが、これに対し、

当方は、今後の裁判において然るべき反論をして

行く方針であります。

※１　　　　　　　────────　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

※２　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。

投資有価証券(株式) 8,883千円

　

　３　偶発債務

Gemteck Technology Co., Ltd.は、平成19年10

月29日付けで、当社の連結子会社である

PLANEX COMMUNICATIONS Inc.(台湾)を被告とす

る損害賠償請求を台北地方法院（地方裁判所）

へ提訴しました。

　これは、同社に発注したハード製品のサンプル

が１年以上遅れ、最終的に完成に至らず売買契約

を解除したため、同社が完成後、PLANEX

COMMUNICATIONS Inc.(台湾)を通して市場に販売

した場合の得べかりし粗利益等として

191,107USD（17,392千円）の損害を賠償請求す

るものでありますが、今後の裁判において然るべ

き主張をして行く方針であります。

 

株式会社エス・エス・アイ・トリスターは、平

成20年６月６日付けで、当社の連結子会社である

株式会社アメリカンメガトレンドを被告とする

売掛金代金支払請求訴訟を東京地方裁判所へ提

起しました。

　これは、株式会社エス・エス・アイ・トリス

ターが平成17年10月１日に株式会社トリスター

と締結した商品売買契約に基づく売買代金の残

額12,898千円とこれに対する平成20年５月１日

以降の遅延利息の支払請求権を、株式会社トリス

ターを平成19年12月17日に吸収合併した株式会

社アメリカンメガトレンドに対して有するもの

と主張し請求しているものですが、これに対し、

当方は、今後の裁判において然るべき反論をして

行く方針であります。
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(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日 
  至　平成21年３月31日)

※１　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、次のとおりであります。

一般管理費 1,893千円

当期製造費用 61千円

　計 1,955千円

※２　固定資産除却損は、次のとおりであります。

ソフトウェア 1,182千円

※３　投資有価証券評価損は、次のとおりであります。

Southerncross Japan
Fund-Alpha 11

80,595千円

※４　前期損益修正損は、株式会社MJにおいて発生した

為替レートの換算誤差等であります。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日 
  至　平成21年３月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 739,908千円

有価証券 ─〃

　　　計 千円

預入期間が３か月超の定期預金 △35,112〃

MMF及びCP以外の有価証券 ─〃

現金及び現金同等物 704,796千円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成21年３月31日)及び

当第１四半期連結累計期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 95,630

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 6,303

　

３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年３月27日
定時株主総会

普通株式 59,934 670.00平成20年12月31日 平成21年３月30日 利益剰余金

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

　

(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行って

おりますが、当四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動

が認められないため、記載しておりません。
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(有価証券関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成21年３月31日)

有価証券

１　その他有価証券で時価のあるもの(平成21年３月31日)

　

　 区分
取得原価
(千円)

連結貸借対照表計上額
(千円)

差額
(千円)

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの

①　株式 6,889 8,964 2,075

②　債券 　 　 　

　　国債・地方債等 ─ ─ ─

　　社債 ─ ─ ─

　　その他 ─ ─ ─

③　その他 ─ ─ ─

小計 6,889 8,964 2,075

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの

①　株式 215,200 193,790 △21,409

②　債券 　 　 　

　　国債・地方債等 ─ ─ ─

　　社債 ─ ─ ─

　　その他 249,367 202,339 △47,027

③　その他 173,972 78,591 △95,380

小計 638,539 474,722 △163,817

合計 645,428 483,686 △161,742

　

２　時価評価されていない主な有価証券

　

　 連結貸借対照表計上額

①　　その他有価証券 　

　　　非上場株式 58,693

　　　外貨建MMF 2,966

　　　投資事業組合出資金 98,260

　　　その他 35,776

合計 195,695

(注)　当第１四半期連結会計期間において減損処理を行い、投資有価証券評価損80,595千円を計上しております。
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(デリバティブ取引関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成21年３月31日)

対象物の種類が通貨であるデリバティブ取引が、株式会社MJにて事業の運営において重要なものと

なっており、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況

対象物の種類 取引の種類 契約額等(千円) 時価(千円) 評価損益(千円)

通貨

外国為替証拠金取引 　 　 　

買建 16,354,841 15,882,776 △472,064

売建 △15,029,998△14,383,462 646,536

カウンターパーティとの取引 　 　 　

買建 95,775,931 96,492,021 716,090

売建 △98,386,463△98,997,106 △610,642

通貨オプション取引 　 　 　

買建 　 　 　

米ドル 195,694 85,594 △110,100

売建 　 　 　

米ドル △200,747 △109,243 91,503

合計 △1,290,743 △1,029,419 261,323

(注) １　時価の算定方法

　　外国為替証拠金取引の時価は、当第１四半期連結会計期間末の直物為替相場によっております。

通貨オプション取引の時価は、取引銀行から提示された価格によっております。

２　外貨建金銭債務にデリバティブ取引が付されていることにより決済時の円貨額が確定している外貨建金銭債

務で、四半期連結貸借対照表において当該円貨額で表示されているものについては、開示の対象から除いてお

ります。

３　ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。

　

(ストック・オプション等関係)

　　　該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日)

　

　
情報通信・ネッ
トワーク関連事
業(千円)

金融事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

725,0971,212,2621,937,360 ― 1,937,360

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

119,706 ─ 119,706(119,706) ―

計 844,8031,212,2622,057,066(119,706)1,937,360

営業利益又は営業損失(△) △39,348 368,947 329,598 (139) 329,458

(注) １　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２  各区分の主な製品

(1) 情報通信・ネットワーク関連製品事業・・・NIC(LANアダプタ)、ハブ、スイッチングハブ、インテリジェント

ハブ、レイヤ3/4スイッチングハブ、ギガビットスイッチングハブ、ワイヤレス製品、ネットワークカメラ、プリ

ントサーバ、ケーブル、USB/Bluetooth関連製品、ブロードバンドルータ、VoIP、サーバ類(NAS)、携帯万能、ユー

ティリティソフト、パッケージソフト、その他ネットワーク構築・工事、ネットワーク保守サービス、その他

(2) 金融事業・・・外国為替証拠金取引

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(119,567千円)は、新会社から子会社へ販売し

た工具器具備品の売上原価及び減価償却費であります。

　

【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日)

　

　
日本
(千円)

アジア
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

1,903,765 33,5941,937,360 ― 1,937,360

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

─ 137,975 137,975(137,975) ―

計 1,903,765171,5702,075,335(137,975)1,937,360

営業利益又は営業損失(△) 353,221 △15,865 337,355 (7,897) 329,458

(注) １　国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２　本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

　　　　アジア………………台湾

３　営業費用のうち、消去又は全社に含めた配賦不能営業費用の主なものは、当社の開発・購買部門等に係る人件

費であり、金額は29,677千円であります。

　

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日)

　

　 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 61,939 5,339 67,279

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― 1,937,360

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

3.2 0.3 3.5

(注) １　国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２　本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

　　アジア………………台湾、香港、タイ、シンガポール、アラブ首長国連邦、マレーシア
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　　その他………………イギリス、イタリア、ポーランド、アメリカ
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成21年３月31日)

前連結会計年度末
(平成20年12月31日)

１株当たり純資産額 45,753.98円
　

１株当たり純資産額 43,601.07円
　

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日 
  至　平成21年３月31日)

１株当たり四半期純利益 2,419.86円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、
行使価額が市場価額を上回っており希薄化効果がない
ため、記載しておりません。
 

(注)　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日 
  至　平成21年３月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 216,364

普通株式に係る四半期純利益(千円) 216,364

普通株主に帰属しない金額(千円) ─

普通株式の期中平均株式数(株) 89,412
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(重要な後発事象)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日)

会社法第165条第２項の規定による定款の定めに基づく自己株式の取得

　当社は、平成21年４月23日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法

第156条の規定に基づき自己株式取得に係る事項を決議いたしました。

　

１．自己株式の取得を行う理由

　機動的な資本政策の遂行を可能とするためであります。

　

２．取得に係る事項の内容

　① 取得対象株式の種類

　　当社普通株式

　② 取得する株式の総数

　　15,000株(上限とする。)

　③ 株式の取得価額の総額

　　300,000千円(上限とする。)

　④ 取得期間

　　平成21年４月24日から平成22年３月31日まで

　

子会社の設立

　当社は、平成21年４月30日開催の取締役会において、当社全額出資による子会社を設立することを決議いたしまし

た。

　

１．設立の目的

　事業多角化の一環として、健康食品等に代表されるヘルスケア業界に進出することを目的としております。

　

２．設立する子会社及び事業の内容

　① 商号

　　プラネックスバイオ株式会社

　② 代表者

　　池上　宏

　③ 本店所在地

　　東京都渋谷区

　④ 設立年月日

　　平成21年５月18日(予定)

　⑤ 新たな事業の内容

　　ヘルスケア事業

　⑥ 事業年度の末日

　　12月31日

　⑦ 資本金の額

　　20,000千円

　⑧ 発行済株式総数

　　400株

　⑨ 大株主構成および所有割合

　　プラネックスコミュニケーションズ株式会社　100％

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年５月14日

プラネックスコミュニケーションズ株式会社

取締役会　御中

　

東　陽　監　査　法　人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　長　　友　　滋　　尊　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　吉　　田　　岳　　司　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　佐　　藤　　眞　　治　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているプラ

ネックスコミュニケーションズ株式会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第

１四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、プラネックスコミュニケーションズ株式会社

及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点にお

いて認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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